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大分県宅地耐震化推進事業（防災・安全）

平成27年度　～　平成29年度　（3年間） 大分県、大分市

・平成27年度から平成29年度までの3箇年で、県内全域（行政面積：6339.75k㎡、宅地面積：189.61k㎡）について、大規模盛土造成地の位置を把握する。
・平成29年度末までに大規模盛土造成地マップを作成して公表する。

（H27当初） （H28末） （H29末）

事後評価の実施体制・時期 事業完了後、大分県にて実施する。（平成30年9月）

公表の方法 大分県のホームページにて公表する。

A１　市街地整備事業

事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 全体事業費 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 H27 H28 H29 H30 H31 （百万円） 策定状況

合計 45.1

事後評価の実施体制・時期 事業完了後、大分県にて実施する。（平成30年3月末日）

公表の方法 大分県のホームページにて公表する。

大分県全域において、変動予測調査（第一次スクリーニング調査）を実施し、大規模盛土造成地の位置を把握することができた。

大規模盛土造成地マップの公表が進み、宅地耐震化への理解と防災意識の向上を促すことができた。一部地域においては、公表できていないため、引き続き公表へ向けての手続きを行う。【※Ｈ３０年度上半期中に公表する見込み。】

目標値と実績値に差が生じた要因

目標達成

・平成29年度調査実施分については、速やかに公表を行う。

・引き続き宅地耐震化推進事業を推進し、災害に強い県土づくりを推進する。

社会資本総合整備計画（事後評価書） 平成３０年９月

計画の名称

計画の期間 交付対象

計画の目標

大規模盛土造成地の変動予測調査（第一次スクリーニング調査）を行い、調査結果をもとに大規模盛土造成地マップを作成し、県民及び関係市町村に情報提供することにより、宅地耐震化への理解と防災意識の向上を促し、災害に強い県土づくりを推進する。

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値
備考

当初現況値 中間目標値 最終目標値

Ｂ

大分県地域強靱化計画に基づく実施する事業：A1-1
大分市国土強靱化地域計画に基づき実施する事業：
A1-20% 50% 100%

・大規模盛土造成地マップを作成し、公表する。 0% 0% 100%

全体事業費
合計

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
45.1 百万円 Ａ 45.1百万円 0 百万円 Ｃ 0 百万円

効果促進事業費の割合
0.0%

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

備考

策定済

１　交付対象事業の進捗状況

番号 事業者
事業及び
施設種別

要素となる事業名 事業内容 市町村名

A1-1 防災 一般 大分県 直接

・変動予測調査（第一次スクリーニング調査）を実施し、大規模盛土造成地を抽出する。

事後評価

大分市 - 宅地耐震化推進事業 変動予測調査（501.28k㎡） 大分市A1-2 防災 一般 大分県 直接

- 宅地耐震化推進事業 変動予測調査（5,838.47k㎡） 大分県

３　特記事項（今後の方針等）

指標 最終目標値 H29末実績値

100%

77.7%

100%

100%

第一次スクリーニング調査の実施率

大規模盛土造成地マップの公表率

２　事業効果の発現状況、目標値の進捗状況

（１）定量的指標に関連する
　交付対象事業の効果の発現

（２）定量的指標の達成状況

27.9

H29年度調査実施分について、調査及び公表に係る市町村協議に想定以上の時間を要したため、目標を下回る結果となった。
【※Ｈ３０年度上半期中に公表する見込み。】

17.2 策定済

大分県



社会資本総合整備計画
計画の名称 大分県宅地耐震化推進事業（防災・安全）

計画の期間 平成27年度　～　平成29年度　（3年間） 大分県、大分市

◆基幹事業　A1-1
　事業主体：大分県
　事 業 名：宅地耐震化推進事業　変動予測調査（第１次スクリーニング調査）
　対　　象：県内全域（大分市内を除く、行政面積：5,838.47k㎡、宅地面積：146.61k㎡）

◆基幹事業　A1-2
　事業主体：大分市
　事 業 名：宅地耐震化推進事業　変動予測調査（第１次スクリーニング調査）
　対　　象：大分市内全域（行政面積：501.28k㎡、宅地面積：43.0k㎡）

交付対象

・平成27年度調査対象市町村（4市町）
　別府市、佐伯市、臼杵市、津久見市

・平成28年度調査対象（大分市内全域）

・平成28年度調査対象市町村（7市町）
　中津市、日田市、宇佐市、国東市、日出町、九重町、玖珠町

・平成29年度調査対象市町村（6市町村）
　竹田市、豊後高田市、杵築市、豊後大野市、由布市、姫島村
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交付金の執行状況
（単位：百万円）

H27 H28 H29

3.400 10.600 2.290

0.000 0.000 0.000

3.400 10.600 2.290

0.000 0.000 0.000

3.400 9.332 2.290

0.000 0.000 0.000

うち未契約繰越額
（g）

0.000 0.000 0.000

0.000 1.268 0.000

0.000 0.120 0.000

当該年度の事業執行に
おいて、設計金額に対
する落札率が低く、想
定以上の不用額を生じ
たため。

不用額
（h=c+d-e-f）

未契約繰越額+不用率
（h=(g+h)/(c+d)）

未契約繰越額＋不用率が10%
を超えている場合その理由

配分額
（a）

計画別流用
増△減額
（b）

交付額
（c=a+b）

前年度からの繰越額
（d）

支払済額
（e）

翌年度繰越額
（f）


